
　　　貸　借　対　照　表　　　

平成 17年 3月31日現在

(単位：百万円)
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資 本 の 部有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産 負 債 合 計

そ の 他 流 動 資 産

未 払 金

支 払 手 形

未 収 入 金

長 期 貸 付 金

固定資産圧縮積立金

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 剰 余 金

海外市場開拓積立金

投 資 有 価 証 券

任 意 積 立 金

利 益 準 備 金

破産債権、更生債権等

工 具 器 具 ・ 備 品 資 本 準 備 金

土 地

建 物 ・ 構 築 物

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 金

機 械 ・ 運 搬 具

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

長期繰延税金資産

株 式 等 評 価 差 額 金

そ の 他 投 資 等

自 己 株 式

資 本 合 計

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

商 品

繰 延 税 金 資 産

未 成 工 事 受 入 金

デ リ バ テ ィ ブ 債 権 繰 延 ヘ ッ ジ 利 益

立 替 金

未 成 工 事 支 出 金

完 成 工 事 未 収 入 金

現 金 預 金

転 換 社 債

そ の 他 流 動 負 債

工 事 損 失 引 当 金

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

自己株式処分差益

材 料 貯 蔵 品

受 取 手 形

負 債 の 部資 産 の 部

そ の 他 固 定 負 債

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

役員退職慰労引当金



(注) 　１．重要な会計方針
(１) 有価証券の評価方法及び評価基準

　子会社株式及び関連会社株式 　　　移動平均法による原価法
　その他有価証券
　　　時価のあるもの 　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

　評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
　は移動平均法により算定　

　　　時価のないもの 　　　移動平均法による原価法
(２) デリバティブの評価方法及び評価基準 　　　時価法
(３) たな卸資産の評価方法及び評価基準

　未成工事支出金 　　　個別法による原価法
　材料貯蔵品・商品 　　　移動平均法による原価法

(４) 固定資産の減価償却の方法
　平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　定額法
　その他の有形固定資産 　　　定率法
　無形固定資産 　　　定額法

(５) 引当金の計上基準
① 　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上する方法によっている。

② 　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、計上する方法によっている。
　過去勤務債務及び数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発
生の事業年度から費用処理することとしている。

③ 　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上する方法によっている。
　なお、この引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金である。

④ 　工事損失引当金は、 将来の工事損失の発生に備えるため、 工事損失が確実視される場合
に、当期末において合理的に見積もることができる工事損失見込額を計上する方法によって 
いる。
　なお、この引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金である。

(６) リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(７) ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっている。

(８) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　２．子会社に対する債権債務 短期金銭債権 145百万円
長期金銭債権 594百万円
短期金銭債務 992百万円
長期金銭債務 1百万円

　３．有形固定資産の減価償却累計額 32,721百万円
  ４．商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 2,964百万円
  ５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産とし
　　　て特装車両及び貨物自動車等1,862台、汎用電子計算機2台、仮送電機材2,833台、 その他事
　　　務用機器他4,903台がある。
　６．投資有価証券及びその他投資等に含まれる子会社株式及び子会社出資金 316百万円
　７．担保に供している資産 投資有価証券 10百万円
　８．保証債務額 120百万円
　９．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

会計方針の変更



　１．固定資産の減損に係る会計基準
　｢固定資産の減損に係る会計基準｣(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣
(企業会計審議会 平成14年8月9日）) 及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣ （企　
業会計基準適用指針第6号　平成15年10月31日）が 平成16年3月31日以降に終了する事業年度
に係る計算書類から適用できることになったことに伴い、 当期から同会計基準及び同適用指
針を適用している。
　この結果、 従来の方法によった場合と比較して、 固定資産は534百万円減少し、税引前当
期純利益は、同額減少している。
　なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除している。

　２．完成工事補償引当金
　従来、 完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、完成工事高の1/1000相当額を計上してい
たが、過年度の瑕疵担保費用の実績額が極めて僅少であり、 今後も同様の傾向で推移するも
のと見込まれるため、 当期から引当金の計上を取りやめた。
　なお、過年度の引当金戻入額165百万円を特別利益に計上しているため、税引前当期純利益 
は、同額増加している。

追加情報
工事損失引当金
　当期において翌期以降の工事損失が確実視される工事が新たに発生したため、 当期末にお
いて合理的に見積もることができる工事損失見込額を計上している。
　この結果、営業利益、経常利益ならびに税引前当期純利益は、142百万円それぞれ減少して
いる。



(単位：百万円)
（　経　常　損　益　の　部　）

営　業　損　益
売　　上　　高
完成工事高 174,411
兼業事業売上高 5,101 179,512

売　上　原　価
完成工事原価 155,183
兼業事業売上原価 4,724 159,908
売上総利益
完成工事総利益 19,227
兼業事業総利益 377 19,604

販売費及び一般管理費 15,613
営業利益 3,990

営　業　外　損　益
営　業　外　収　益
受取利息配当金 108
その他営業外収益 382 490

営　業　外　費　用
支払利息 163
その他営業外費用 45 208
経常利益 4,272

（　特　別　損　益　の 部　）
特　別　利　益
前期損益修正益 11
固定資産売却益 134
投資有価証券売却益 5,137
完成工事補償引当金戻入額 165 5,449

特　別　損　失
固定資産売却損 62
減損損失 534
投資有価証券売却損 1,832
貸倒引当金繰入額 24
有価証券等評価損 49
転籍加算金 440 2,943
税引前当期純利益 6,778
法人税､住民税及び事業税 1,982
法人税等調整額 1,365 3,347
当期純利益　　 3,431
前期繰越利益 185
中間配当額 575
当期未処分利益 3,040

１.重要な会計方針
完成工事高のうち、一定の基準に該当する長期大型の工事に係る収益の計上については

 工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用している。
9,780 百万円

２.子会社との取引高
売上高 609 百万円
売上原価 8,310 百万円
販売費及び一般管理費 1,283 百万円
営業取引以外の取引高 71 百万円

３.一株当たりの当期純利益 35円56 銭

４.記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

(注)

工事進行基準によった完成工事高

損　益　計　算　書

平成 16年 4月 1日から
平成 17年 3月31日まで


